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これでもか「社会福祉」ゆるっとテスト 

Ⓒ2022sakurakosensei 転載・転売禁止 

 

＜問題＞ 

問 1 

次の文は、社会福祉の実践主体に関する記述である。適切な記述を一つ選びなさい。 

 

１ 町村は、養護老人ホームの経営主体とはなれない。 

２ 学校法人は、保育所の経営主体とはなれない。 

３ 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）は、母子生活支援施設の経営主体とはなれない。 

４ 国民は、社会福祉活動の実践主体とはなれない。 

５ 国は、第二種社会福祉事業の経営主体とはなれない。 

 

 

 

 

 

問 2 

次の文は、国民年金保険制度に関する記述である。適切な記述を○、不適切な記述を×とした場

合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 20 歳になれば、学生であっても被保険者となり、必ず保険料を納付しなければならない。 

Ｂ 年金保険料は、20 歳から 60 歳未満の間、納付する。 

Ｃ 国民年金の支給開始年齢は満 60 歳である。 

Ｄ 第 1 号被保険者の保険加入は、市町村の福祉事務所で行う。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ ○ 

２ ○ ○ ○ × 

３ × ○ × × 

４ × ○ ○ ○ 

５ × × ○ ○ 
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問３ 

次の文は、「社会福祉法」で定められている運営適正化委員会に関する記述である。適切な記述

を○、不適切な記述を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 運営適正化委員会は、都道府県に設置される。 

Ｂ 運営適正化委員会は、利用者等からの苦情の申出に対して相談や助言、事情調査等を行う。 

Ｃ 運営適正化委員会は、申出人とサービス提供者双方の同意を得たうえで苦情解決のあっせんを

行わなければならない。 

Ｄ 運営適正化委員会は、利用者の処遇について法令違反等の不当な行為が行われている恐れのあ

る時は、厚生労働大臣に通知しなければならないとされている。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ × ○ ○ 

３ ○ × ○ × 

４ × ○ × × 

５ × ○ × ○ 
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問４ 

次の文は、子ども家庭福祉分野の情報提供に関する記述である。適切な記述を○、不適切な記述

を×とした場合の正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

Ａ 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」（昭和 23 年厚生省令第 63 号）では、児童福祉

施設に対して利用者の施設選択や施設の適正な運営の確保に資する情報提供を行わなければな

らないとしている。 

Ｂ 「児童福祉法」において、保育所が地域の住民に対して、当該保育所が行う保育に関する情報

を提供するように努めることを求めている。 

Ｃ 「保育所保育指針」では、保育所に入所している子どもの就学に際し、市町村の支援の下に、

子どもの育ちを支えるための資料が保育所から小学校へ送付されるようにすることとされてい

る。 

Ｄ 子ども家庭福祉分野における情報提供は、「社会福祉法」によって全ての児童福祉施設の利用

方式が利用契約方式に変更された際、同法が全ての児童福祉施設に情報提供の義務を課したこ

とから始まった。 

 

（組み合わせ） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ ○ ○ ○ × 

２ ○ ○ × ○ 

３ ○ × × ○ 

４ × ○ ○ × 

５ × × ○ ○ 
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問 5  

 次の文は、「社会福祉法」の一部である。（ Ａ ）～（ Ｄ ）に当てはまる語句の正しい組み

合わせを一つ選びなさい。 

 

市町村は、次条第二項に規定する（ Ａ ）をはじめとする地域の実情に応じた次に掲げる施策

の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、（ Ｂ ）及び支援関係機関による、（ Ｃ ）のため

の相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が（ Ｄ ）に提供される体制を

整備するよう努めるものとする。 

 

（組み合わせ） 

       Ａ         Ｂ        Ｃ       Ｄ 

１ 地域包括ケアシステム   地域住民等   地域福祉の推進   総合的 

２ 地域包括ケアシステム   地方公共団体  介護福祉の推進   包括的 

３ 重層的支援体制整備事業  地方公共団体  地域福祉の推進   総合的 

４ 重層的支援体制整備事業  地域住民等   地域福祉の推進   包括的 

５ 重層的支援体制整備事業  地方公共団体  介護福祉の推進   包括的 
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＜解説＞ 

問 1 正答 ３ 

＜解説＞ 

１ × 経営主体とはなれない、という記述が不適切。「社会福祉法」（以下「法律」）第 60 条では、

「社会福祉事業のうち、第一種社会福祉事業は、国、地方公共団体又は社会福祉法人が経営するこ

とを原則とする」と規定されている。また第 62 条では、「市町村又は社会福祉法人は、施設を設置

して、第一種社会福祉事業を経営しようとするときは、その事業の開始前に、その施設（以下「社

会福祉施設」という。）を設置しようとする地の都道府県知事に、次に掲げる事項を届け出なけれ

ばならない。」とも規定されている。したがって町村は、第一種社会福祉事業である養護老人ホー

ムの経営主体となれる。 

２ × 経営主体とはなれない、という記述が不適切。「法律」第 69 条において、「国及び都道府

県以外の者は、住居の用に供するための施設を必要としない第二種社会福祉事業を開始したときは、

事業開始の日から一月以内に、事業経営地の都道府県知事に第 67 条第１項各号に掲げる事項を届

け出なければならない。」と規定されている。したがって、学校法人は、第二種社会福祉事業であ

る保育所の経営主体となれる。 

３ 〇 選択肢の文章の通り。「法律」第 60 条では、「社会福祉事業のうち、第一種社会福祉事業

は、国、地方公共団体又は社会福祉法人が経営することを原則とする。」と規定されており、特定

非営利活動法人（ＮＰＯ法人）は、原則として第一種社会福祉事業の経営主体とはなれないため、

第一種社会福祉事業である母子生活支援施設の経営主体とはなれない。 

４ × 社会福祉活動を、たとえばボランティアという言葉に置き換える。国民は、地域などにお

いて、自発的にボランティアの団体の実践主体となり、活動を行うことができる。 

５ × 国は第二種社会福祉事業の経営主体になれる。選択肢２の解説にあるように、国と都道府

県以外の者が第二種社会福祉事業の経営主体になる際は届出が必要であるが、国はその規定はない。 

 

 

問 2 正答 ３ 

＜解説＞ 

Ａ × 必ず保険料を納付しなければならない、という記述が不適切。国民年金は、「国民年金法」

において、20 歳以上 60 歳未満の者は全員国民年金に加入し、保険料を徴収されることが規定され

ている。これを国民皆年金制度という。学生であろうと、20 歳になった段階で強制的に加入となる。

ただし学生の場合は、猶予制度があり、学生で前年度の所得が一定額以下の場合は、保険料の納付

が猶予される。 

Ｂ 〇 解説Ａを参照。 

Ｃ × 満 60 歳、という記述が不適切。令和 4 年 4 月 1 日現在は、65 歳から老齢基礎年金が支給

される。 

Ｄ × 福祉事務所、という記述が不適切。第 1 号被保険者の保険加入は、市町村が窓口となる。 
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問３ 正答 ４ 

＜解説＞ 

Ａ × 都道府県、という記述が不適切。「社会福祉法」（以下「法律」）第 83 条では、「都道府県

の区域内において、福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保するとともに、福祉サービスに

関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、都道府県社会福祉協議会に、人格が高潔であつ

て、社会福祉に関する識見を有し、かつ、社会福祉、法律又は医療に関し学識経験を有する者で構

成される運営適正化委員会を置くものとする。」と規定されている。 

Ｂ 〇 「法律」第 85 条では、「運営適正化委員会は、福祉サービスに関する苦情について解決の

申出があつたときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、当該苦情に係る事情を調査する

ものとする」と規定されている。 

Ｃ × 行わなければならない、という記述が不適切。 「法律」第 85 条の２では、「運営適正化

委員会は、前項の申出人及び当該申出人に対し福祉サービスを提供した者の同意を得て、苦情の解

決のあつせんを行うことができる」と規定されている。 

Ｄ × 厚生労働大臣、という記述が不適切。 「法律」第 86 条では、「運営適正化委員会は、苦

情の解決に当たり、当該苦情に係る福祉サービスの利用者の処遇につき不当な行為が行われている

おそれがあると認めるときは、都道府県知事に対し、速やかに、その旨を通知しなければならない」

と規定されている。 

 

 

問４ 正答 ４ 

＜解説＞ 

Ａ × 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」には、児童福祉施設に関する情報提供につ

いての規定はない。 

Ｂ 〇 「児童福祉法」第 48 条の４では、「保育所は、当該保育所が主として利用される地域の住

民に対してその行う保育に関し情報の提供を行い、並びにその行う保育に支障がない限りにおいて、

乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない。」と規定さ

れている。 

Ｃ 〇 「保育所保育指針」第 2 章「保育の内容」４「保育の実施に関して留意すべき事項」（２）

「小学校との連携」ウでは、「子どもに関する情報共有に関して、保育所に入所している子どもの

就学に際し、市町村の支援の下に、子どもの育ちを支えるための資料が保育所から小学校へ送付さ

れるようにすること。」とされている。 

Ｄ × 選択肢の文章が不適切。「社会福祉法」において、すべての児童福祉施設が利用契約方式

と規定されていない。また、すべての児童福祉施設に情報提供の義務は課されていない。 
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問 5 正答 ４ 

＜解説＞ 

「社会福祉法」第 106 条の３における、包括的な支援体制の整備についての条文。 

 

市町村は、次条第二項に規定する（ Ａ 重層的支援体制整備事業 ）をはじめとする地域の実

情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、（ Ｂ 地域住民等 ）及

び支援関係機関による、（ Ｃ 地域福祉の推進 ）のための相互の協力が円滑に行われ、地域生

活課題の解決に資する支援が（ Ｄ 包括的 ）に提供される体制を整備するよう努めるものとす

る。 

 


